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２．改正内容

平成２７年４月１日（体制整備に特に時間を要するものについては個別に定める日）

３．施行期日

地方分権改革推進委員会の勧告のうち、残された課題である国から地方公共団体への事務・権限の移譲等を推進するとともに、

第30次地方制度調査会答申（平成25年6月25日）で示された都道府県から指定都市への事務・権限の移譲等を推進するため、

「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」（平成25年12月20日閣議決定）を踏まえ、関係法律の整備を行うもの。

国から地方公共団体への事務・権限の移譲等 都道府県から指定都市への事務・権限の移譲等

【例】

・県費負担教職員の給与等の負担、県費負担教職員の定数
の決定、市町村立小中学校等の学級編制基準の決定

（５条等）

・病院の開設許可（17条）

・都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画

区域マスタープラン）に関する都市計画の決定（45条）

【例】

・看護師など各種資格者の養成施設等の指定・監督等
（10条等）

・商工会議所の定款変更の認可（38条）

・自家用有償旅客運送の登録・監査等（44条）

（参考）
・第１次一括法（平成23年４月成立） ― 地方に対する規制緩和
・第２次一括法（平成23年８月成立） ― 地方に対する規制緩和、都道府県から基礎自治体への事務・権限の移譲
・第３次一括法（平成25年６月成立） ― 地方に対する規制緩和、都道府県から基礎自治体への事務・権限の移譲

１．第４次一括法案について

（63法律を一括改正）
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※診療所の人的支援等
※休日夜間診療所運営※災害医療に係る訓練やコーディネーター養成等※子ども医療費助成に係る要望等

※介護人材育成
※施設運営

※海洋プラごみ対策の要望等

※下水道の処理事務
下水道使用料の徴収※下水道使用料の徴収

※消防事務
※映像通報システムの導入

※消防指令事務※消防指令事務
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【単位:団体】

DX推進部局の担当者数（人）※１

合計51～21～5011～20６～10543210

53202220193510420513871万人以下
団
体
規
模
（
人
口
）※

２

6920312102801131891494221～5万人

237011912035302012005～10万人

1480353631010630010～20万人

9703148944320020～50万人

240201300000050～100万人

118201000000100万人以上

1,7418621353181441923223711809合計
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支部⾧都市支部

札幌市水道局北海道地方支部

仙台市水道局東北地方支部

横浜市水道局関東地方支部

大阪市水道局関西地方支部

広島市水道局中国・四国地方支部

福岡市水道局九州地方支部
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中
核
市

道
府
県

指
定
都
市

治安・防災その他まちづくり環境教育福祉医療・保健衛生

・警察
・災害応急措置
（所掌事務に係るもの）

・都市計画区域指定
・指定区間の１級河川、
２級河川管理

・産業廃棄物処理業の
許可
・第一種フロン類回収業者
の登録
・公害健康被害の補償
給付

・私立学校、市町村立
（指定都市を除く）
高等学校の設置認可
・教育職員の免許
（・高等学校の設置）

・保育士、介護支援専門員の
登録
・身体・知的障害者更生相談
所の設置
・国民健康保険事業
（財政運営等）

・医療計画の策定
・精神科病院の設置・指定

・災害救助
（指定都市の申請に基づき内
閣総理大臣が救助実施市を
指定）

・都市計画（区域区分等）
・市街地再開発事業認可
・指定区間外の国道、県道
の管理
・指定区間の１級河川、
２級河川（一部）の管理

・建築物用地下水の
採取の許可

・小中学校学級編制基準、
教職員定数の決定
・市立小中学校等の
職員の任免、給与の
決定・負担

・病院の開設許可
（都道府県の同意協議）
・精神障害者の入院措置
・動物取扱業の登録

・屋外広告物の規制
・市街化区域・調整区域内
の開発許可
・土地区画整理組合の設立
認可

・廃棄物処理施設の
設置許可
・産業廃棄物処理業の
許可（区域内のみの業）
・ばい煙発生施設の
設置の届出受理

・保育所、養護老人ホームの
設置の認可・監督
・介護サービス事業者の指定
・身体障害者手帳交付

・児童相談所の設置
（中核市、特別区は、政令指定された
団体に限る）

・保健所の設置
-薬局開設許可
-飲食店営業等の許可
-旅館業の経営許可
-感染症発生届の受理、
患者の入院措置等

・消防・救急

・避難指示、災害応急
措置

【その他】
・戸籍・住基

・上下水道の整備・管理
・都市計画（用途地域等）

・都市計画（用途地域等以外
の地域地区等）
・市町村道、橋梁の建設・管理
・準用河川の管理

・一般廃棄物の収集・
処理
・一般廃棄物処理業の
許可
・騒音、振動、悪臭を規
制する地域の指定、
規制基準の設定
（市）

（・小中学校・幼稚園の
設置）

・保育所の設置
・生活保護
（市及び福祉事務所設置町村）
・養護老人ホームの設置
・障害者自立支援給付
・介護保険事業
・国民健康保険事業
（保険料賦課・徴収等）

・保健センターの設置
・健康増進事業の実施
・定期・臨時（一部）の
予防接種
・結核に係る健康診断
・埋火葬の許可

特
別
区

市
町
村



•

•

•
•

•
•
•

51



52



53



54



⇓

55



56



57



58



59



60



61



・ 東京圏と他の大都市圏との格差がどんどん広がっており、東京圏の中でも東京都、さらには２３区に人口と税収が著しく集中
している。直接的には税制や財政の問題であるが、自治制度として何らかの方策が考えられないか、各地方圏でも都区制度
に対抗し得るような制度設計をしていく可能性があるのではないか、ということが大都市制度に関する議論の背景にあるので
はないか。

・ デジタル技術の進展により、住民との近接性が必要とされる権限もかつてとは変わってきているため、それを前提として大都
市制度についても考える必要があるのではないか。

・ 東京への人口流出は地方を大きく疲弊させており、このままで地方、東京の双方が持続可能かどうかという問題が突きつけ
られている。東京一極集中ではなく、日本列島の各地域においてそれぞれの地方をリードする圏域の形成が必要。それぞれ
の圏域において、中心的な役割は大都市が果たしていくべきと考えている。【神戸市】

62



・ 二重行政を解消する方策として、指定都市を解消して特別区を設置する現行の制度に加えて、新たに指定都市が道府県か
ら独立する特別市制度を創設して、３つの中から選択できるようにしていただきたい。【神戸市】

・ 地方公務員の不足がこれからどんどん深刻化していくことを考えれば、限られた人的資源を有効活用するという意味でも、
大都市のことは大都市に任せて、道府県は大都市以外の市町村の垂直補完にリソースを集中していくことが求められるので
はないか。【神戸市】

・ 特別市が創設されれば、市民レベルでは二重行政が完全に解消され、周辺の市町村、道府県との間での水平連携が促進
される。また、大都市を中心とした圏域の形成により、自治体間の連携による圏域発展が見込まれ、国際競争力の向上につな
がるものと考えている。【神戸市】

・ 現行の指定都市制度は十分に機能しており、県と指定都市の連携が密に取れている熊本県の状況を前提とした場合、特別
市の必要性は感じられない。地理的連続性や歴史的な県民の帰属意識などについても、骨太な議論をしていただきたい。
【熊本県】

・ 特別市の制度化によって、事実上、都道府県が分離・分割されることの影響が非常に大きく、特に残存する県の事務処理へ
の影響を懸念している。【熊本県】

・ これまで県で対応してきた事務を、県と、事実上の第２の都道府県となる特別市に分割することによって、災害対応、地理的
連続性から生じている広域的な調整事務（地下水の保全、防疫、都市計画等）、特別市の区域内に置かれる県立学校の移行
をはじめとした各種事務において、事務処理の効率性や広域調整等に影響が生じると考えている。【熊本県】

・ 国際競争力を高めるためには、例えば九州であれば九州全域で産業ビジョンを立てて、どうやって戦略的に産業振興を果
たしていくかということを考えることが必要と考えており、特別市にすることによって経済競争力を高めるということは難しいと考
える。【熊本県】

・ 人口減少下での全体最適を考えると、特別市ができるのであれば、県への還元や広域的な責任はセットで考える必要があ
る。これらを考えなければ、特別市の周辺地域からの独り立ちに繋がってしまう。もし特別市制度をやるのであれば、全体を少
しでも良くするものでなければいけないのではないか。
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・ 広域自治体が分割されることによる影響については、移行手続において、指定都市と道府県の間で十分な事前協議が行わ
れる必要がある。また、事務の性質や地域の実情によって共同処理する仕組みが考えられる。【神戸市】

・ 市町村を補完するのは管轄する道府県だけではなく、既に、指定都市と周辺の自治体との間での水平連携、都道府県の圏
域を越えた水平連携も進められている。DXを使えば、遠隔地に対する水平連携も行われる。市町村は基本的に同じ仕事を
やっており、水平連携はこの点に大きな強みがある。【神戸市】

・ 特別市による他市町村の水平補完は可能であるものの、県との役割分担等、これまでの広域連携の在り方とは異なる内容
になると考えており、骨太な議論が必要と考えている。【熊本県】

・ 都道府県の代わりに水平補完をすることになると、特別市にとってやりたくないことや特別市の市民にとってマイナスのことも
責任を持ってやっていくことにもなると思うが、市域内の住民に水平連携に対してお金を使うことをどのように説明するのか。

・ 特別市による広域的な役割の仕組みの担保について、広域事務に関する何らかの義務付けは必須だと思う。市民税は市
内で使うのであって広域事務には使わないという市長が出てくる可能性もあり、市長が変わっても、その広域事務の位置づけ
は変えられないよう制度的に担保する必要がある。

・ 指定都市が特別市として独立した場合、水平補完としてサポートするのは主に特別市周辺地域を想定しているものと理解し
た。また、どういった行政サービスについて補完するのかということについても、制度的な枠組みではなく、恣意的、選択的に
行うイメージだと理解した。そうすると、特別市周辺地域より更に遠いところにある、行政サービスの提供が危ぶまれるような地
域には不利に働くような制度となり、役割分担の議論と相反してしまうのではないか。
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